
３．減損処理関係
\ 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

種 類 場 所 用 途 １回線当たり帳簿価額 回 線 数 帳 簿 価 額

電話加入権 本部 通信 13¶000円 45 585¶000円

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次の通りであります。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 1¶846¶687¶167 1¶846¶687¶167 0

]未収金 17¶839¶836 17¶839¶836 0

^未払金 (161¶959¶417) (161¶959¶417) 0
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また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい
ております。

３．引当金の計上基準
\ 賞与引当金
役職員の賞与の支給に備えるため、運営費交付金により財源措置がなされる部分を除く賞与支
給見込額の当期負担額を計上しております。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基準第

24に基づき計上しております。
] 退職給付引当金
役職員の退職給付について、運営費交付金により財源措置がなされない部分について、独立行
政法人会計基準第38に基づき退職給付引当金を計上しております。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会
計基準第24に基づき計上しております。

４．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成25年３月末利回りを参考に0•560％で計算しております。

６．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

注記事項
（貸借対照表関係）
１．退職給付引当金関係
運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 453¶721¶095円
なお、退職一時金に係る退職給付債務の見積額の計算に当たっては、退職一時金の期末要支給額
を用いています。
２．賞与引当金関係
運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額 42¶185¶215円

] 認められた減損の兆候の概要
上記のうち、33回線につきましては、現在使用を休止しているためであります。
また、残り12回線につきましては、使用を継続しておりますが、市場価格が下落しているため
であります。

^ 減損を認識しない根拠
ＮＴＴ東日本における１回線当たりの公定価格が37¶800円であり、上述した１回線当たりの帳

簿価額を上回っていることから減損は認識されませんでした。
（キャッシュ・フロー計算書関係）
１．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金及び要求払預金
２．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 1¶846¶687¶167円
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資金期末残高 1¶846¶687¶167円

á á á á á á á

３．重要な非資金取引
該当事項はありません。

（行政コスト計算書関係）
行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額のうち国等からの出向職員に係るも
のの額は�177¶210¶275円であります。
（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項
当法人の保有する主な金融資産は、短期的な預金であります。

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（注１） 金融商品の時価の算定方法に関する事項

\ 現金及び預金、未収金、未払金
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳
簿価格によっております。

（注２） 敷金・保証金
敷金・保証金については、市場価額がないこと、また将来キャッシュ・フローを見積
もることができないことなどから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
記載しておりません。

（資産除去債務に関する会計基準の適用）
当機構は、本部オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィス退去時における原状回復に係る債
務を有していますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でないことから、資産除去債務
を合理的に見積もることができない状況であります。そのため、当年度決算においては債務に見合う
資産除去債務を計上しておりません。
（重要な債務負担行為）
該当事項はありません。
（重要な後発事象）
該当事項はありません。Ÿ
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